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Abstract 
 

In this paper, diagnostic support system, which is expected for feedback lessons to be learnt 
hull damage and is applied for only oil tanker, for hull survey and repair action by using 
experience knowledge in addition to survey information is constructed. Ultrasonic monitoring 
system, which is applied for through thickness fatigue crack initiated and propagated at specified 
defective location by diagnostic support system, is developed. Based on the above knowledge 
regarding survey and diagnosis technologies for deteriorating structures, deterioration diagnosis 
monitoring technologies and deterioration diagnosis manuals, which is applied for sea marks 
(resilient lighted beacons and reinforced concrete lighted beacons etc.), are developed. 

 

＊ 構造基盤技術系、＊＊  構造安全評価系、＊＊＊  環境・動力系、  
＊＊＊＊  企画部、＊＊＊＊＊  研究統括主幹  

原稿受付 平成 26 年 10 月 30 日  
審 査 日 平成 27 年  1 月  7 日  

（189）

海上技術安全研究所報告　第 14 巻　第 3号　（平成 26 年度） 総合報告 23

経年構造の検査。診断技術の開発

に関する研究

Development of suJr'vey and diagnosisもechnologies

fo匹 dleもeJr'io謬もingsもmicもmres



目  次 

 

 

1. まえがき･･･････････････････････････････24 
2. 船体構造の検査支援システムの構築･･･････25 

2.1 船体損傷･･････････････････････････25 
2.1.1 典型的な損傷事例とその修繕･･････25 
2.1.2 最近の損傷･･････････････････････26 
2.1.3 損傷に対する修繕の基本的考え方･･26 
2.1.4 検査要注意箇所･･････････････････27 

2.2  知識処理システムの開発･･････････27 
2.2.1 システム上の知識表現技術の歴史･･27 
2.2.2 本システムへの 

オントロジーの利用･･････････27 
2.2.3 システムの構成･･････････････････30 
2.2.4 システムの機能･･････････････････30 

3.疲労損傷モニタリング技術の開発･･････････34 
3.1 圧電素子単体によるモニタリング･･････34 
3.2 探触子を用いたモニタリングの検証････35 

3.2.1 隅肉試験片を用いた検証･･････････36 
3.2.2 疲労き裂に作用する応力の影響････37 
3.2.3 塗膜の影響･･････････････････････39 

3.3 モニタリング手法の適用性････････････39 
4. 航路標識の腐食劣化診断 

モニタリング技術の開発･････40 
4.1 浮体式灯標の概要････････････････････40 

4.1.1 航路標識としての種別････････････40 
4.1.2 灯標としての機能････････････････40 
4.1.3 浮体式灯標の構造、 

設置基数と設置年度･････････40 
4.2 浮体式灯標の現地調査････････････････41 

4.2.1 現地調査箇所の選定要件･･････････41 
4.2.2 調査対象標識････････････････････41 
4.2.3 現地調査項目････････････････････41 
4.2.4 現地調査結果････････････････････41 

4.3 腐食劣化診断モニタリング 
技術の開発･････････････････44 

4.3.1 浮体式灯標の環境に適した 

手法の抽出･････････････････44 
4.3.2 計測法の開発等･･････････････････44 

 4.4 劣化診断マニュアルの作成････････････51 
5. あとがき･･･････････････････････････････53 
謝辞･･･････････････････････････････････53 
参考文献････････････････････････････････53 
 

記  号 

 
t：供試材の板厚  [mm] 
θ：受信探触子の方向  [deg] 
L：送受信探触子間隔 [mm] 

s：送受信ラインから 

き裂先端までの距離  [mm] 
a：き裂長さ  [mm] 
c：音速 [m/s] 
i：入射角 [deg] 
θi：屈折角 [deg] 
TOFi：伝搬時間増加量 [μs] 
C ：塗膜のコンデンサ容量 [F] 
R：塗膜の抵抗  [Ω]  
Z：塗膜のインピーダンス [Ω] 
f：周波数 [Hz] 
Zf：膜厚補正後のインピーダンス [Ω・cm] 
d：膜厚  [cm] 
S：電極面積  [cm2] 
 

1. まえがき 

 
船体構造の検査および診断を行うにあたって、

損傷箇所の見落としや損傷が再発するような不

適切な修繕を避けるためには、自船の検査・修繕

履歴、同型船の類似損傷・修繕情報、さらには損

傷を数多く見てきた専門家の経験的知識が大変

有益な情報である。 
本研究では、先に作成した診断支援システムの

プロトタイプ 1)を基に、油タンカー等を対象に、

船体損傷、その修繕に関する情報ならびに経験的

知識と最近の船体損傷情報を共有利用し、個別の

腐食衰耗・損傷状態に応じた、より細かな修繕方

法および修繕範囲についての計画立案を支援す

るシステムの開発を行った。 
また、上記検査支援システムで指示される重要

点検箇所において、実船の経年劣化状態を適切に

把握するための要素技術として、疲労き裂等の損

傷発生を早期に検知し、その成長をリアルタイム

に監視する疲労損傷モニタリング技術の開発を

目指した。これまで、疲労損傷モニタリング技術

は種々提案されている 2),3),4)が、その精度や効率

等、解決するべき問題点が多く、実用化に至って

いない。そこで、超音波の指向性を利用した圧電

素子による疲労損傷モニタリングへの適用を検

討した。 
上述したように、船体構造の検査支援システム

の構築をメインテーマとし、疲労損傷モニタリン

グ技術の開発を要素技術の開発と位置づけて研

究を行っていた平成 24 年度 12 月 2 日に、笹子

トンネルの天井板の崩落事故が発生した。そこで、

交通インフラの維持管理・更新のあり方について

の見直しが急務となり、その一環として国土交通

省総合政策局より航路標識の腐食劣化診断モニ

タリング技術の開発に関する研究を受託した。こ
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の研究では、上記の船体構造を対象とした研究で

得た腐食衰耗、損傷状態に関する情報や経験的知

識、腐食・防食技術の知見を基に、直接に気象・

海象といった自然現象等の影響を大きく受ける

厳しい環境に曝される航路標識を対象に、腐食劣

化の進捗度合いに応じて点検、保守手法の最適化

を図る腐食劣化診断モニタリング技術を確立し、

劣化診断マニュアルを作成した。 
本稿では、これらの研究の総合報告として、経

年構造の検査・診断技術の開発に関する研究成果

を解説する。 
 

2. 船体構造の検査支援システムの構築 

 
造船学は経験工学といわれる。なかでも、船体

構造に関わる設計や規則要件は、荷重や強度に内

在する不確定な要因を相手にせざるを得ないため、

これまでにも、検査で確認された諸々の問題を解

決しながら、それらの経験と知識が、設計や規則

の改良に反映されてきた。 
また、これまでの報告では、損傷の発見には、

タンク内の環境 5)さらには経験と知識のような個

人的要素 6),7)に左右される傾向があると述べられ

ている。おそらく、これらの経験と知識は、いわ

ゆる暗黙知として個人の記憶として残されている

ものの、形式知として共有できる仕組みに至って

いないものと思慮される。 
そして、最近では、集合知といった用語をはじ

め、知識伝承、知識基盤技術整備等に IT 技術を

活用する仕組みが提案されている。そこで、上記

背景を踏まえ、「損傷に学ぶ」知識基盤の整備に、

これら IT 技術を活用し、船体構造の検査支援（検

査・修繕計画作成）にあたって、関連する情報と

知識を活用できるネットワークシステムの構築を

行った。 
 
2.1 船体損傷 

2.1.1 典型的損傷事例とその修繕 

ここでは、衝突、接触、座礁といった海難によ

る損傷、操作ミスによる損傷ではなく、設計およ

び工作上の問題によって発生した損傷ならびに設

計時の想定を超える運航条件下におかれたために

発生したと判断される損傷を示す。 
(1) 図－2.1 上図は、縦通肋骨が横桁あるいは横

隔壁を交差する箇所において、横桁付防撓材

に発生するき裂損傷であり、昔から多くみら

れる典型的な損傷である。縦通肋骨に作用し

た荷重を横桁あるいは横隔壁のような主要

支持部材に伝達する際に、当該横桁付防撓材

基部に曲げモーメントが発生するため、この

曲げモーメントによって、構造の不連続な溶

接固着部に応力集中部となる当該箇所でき

裂が発生する。修繕は、横桁付防撓材先端部

を図-2.1 下左図のような形状にし、バックブ

ラケットを設けるか、図-2.1 下右図のように

倒れ防止ブラケットを設け、さらにバックブ

ラケットを設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.1 横桁付防撓材の疲労き裂損傷と修繕 

 

(2) 図－2.2 上図に示す損傷は、発生箇所は(1)と
同じであるが、損傷部材が(1)と異なる。これ

は、縦通肋骨の強度不足あるいは上記(1)の場

合と同様に、溶接固着部横桁付防撓材との取

り合い構造の不連続に起因して発生する損

傷である。そのため、修繕としては、(1)と同

様、横桁付防撓材先端部を図-2.2 下図のよう

な形状にするのが一般的である。第二世代

VLCC の船側縦通肋骨に多く発生した損傷は

このタイプである。最近では、アフラマック

スタンカー等の縦通隔壁付縦通肋骨に発生

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.2 縦通肋骨の疲労き裂損傷と修繕 

 

(3) 図－2.3 上図に示す損傷は、主に横桁に生じ

たせん断力によって、スロットの応力集中部

にき裂が生じるもので、修繕としては、図－

2.3 下図に示すように、開口部を塞ぐのが最

も効果的である。その際に、き裂の進展方向

から、せん断力の方向を正しく見極める必要

き裂 き裂き裂 き裂

バックブラケットまたは倒れ防止
ブラケットの新設
バックブラケットまたは倒れ防止
ブラケットの新設

バックブラケットの新設バックブラケットの新設

き裂 き裂
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がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.3 横桁の疲労き裂損傷と修繕 

 

(4) 図－2.4 上図は、主要支持部材に接続するブ

ラケットトウ部付近に発生するき裂である。

これは、ブラケット部が高応力箇所であるの

に加えて、構造上どうしても不連続となるた

め応力集中が発生するためである。この場合、

先端部を図－2.4 下図に示すような形状に修

繕することが多い。また、先端部の一部切替

え補強の際にテーパーを付ける対策をとる

ことが必要である。この部分は応力的に厳し

いところであるため、切替え位置を高応力部

の範囲から外れた位置に設けるよう留意し

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.4 主要支持部材ブラケット端部の 

疲労き裂損傷と修繕 

 

2.1.2 最近の損傷 

図－2.5 は、ホースハンドリングクレーン下部

の甲板縦通梁に発生した損傷であり、油タンカー

等にみられる。ホースハンドクレーンは、通常、

船体中央部に設置されており、その下部縦通部材

は補強が施されていることが多い。そして、縦通

部材の縦曲げ剛性が変化する（小さくなる）箇所

において、損傷が発生するケースがある。これは、

縦曲げによる前後方向応力がブラケット端部で縦

通肋骨を引き下げる力に変わり、これが繰り返し

曲げ応力となることによって疲労き裂損傷が発生

するといわれる。この箇所は、PMA(Permanent 
Means Of Access：いわゆる足場)がデッキ裏に設

置されていない船舶では、ボート検査（タンクに

張水し、ボートから検査する）によらなければな

らない。検査でのアクセスが困難な場所であるの

で、検査要注意箇所の一つである。ブラケット端

部に発生する疲労き裂損傷を修繕する場合には、

通常、ブラケット端部を滑らかに縦通肋骨に接合

することで対処できるが、このような原因によっ

て発生する疲労き裂損傷では、ブラケット端部を

滑らかに縦通肋骨に接合しても応力を下げる効果

は限定的だとされる。そこで、ブラケットを設け

ない方法が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.5 ホースハンドリングクレーン下の 

甲板縦通梁の損傷事例 

 
2.1.3 損傷に対する修繕の基本的考え方 

検査において損傷とみなされるのは、大別して

き裂と変形である。すなわち、腐食単独では損傷

とみなされない。き裂は、延性き裂、脆性き裂、

疲労き裂に分類されるが、これらの種類によって

修繕方法も異なってくる。延性き裂は、衝突、接

触、座礁、爆発等の過大な荷重を受けた場合に発

生するほか、船首部などに大きな波浪衝撃荷重を

受けて船体が局部的に大きく変形したときなどに、

疲労き裂を起点に内部材に派生的に生ずることも

ある。この場合の修繕としては、現状復旧が基本

的なやり方と考えられているが、船首部への過大

な波浪衝撃荷重による場合、その発生状況によっ

ては補強の必要性が出てくるため、検査現場での

判断に委ねられる。疲労き裂は、繰り返し応力に

よって、微小なき裂から徐々に進展していく損傷

である。修繕方法としては、就航実績（船齢）と

今後の運航計画に照らし合わせて、修繕計画が策

定されることになる。最近では、脆性き裂による

損傷報告がみられないため、本章では取り扱わな

い。 

 変形に対する修繕方法としては、変形した板や

き裂き裂

スロット塞ぎスロット塞ぎ

き裂き裂

先端切替

テーパー

先端切替

テーパー
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骨の切替が一般的である。その場合、衰耗がそれ

ほど進行していないにもかかわらず、波浪衝撃や

船体の曲げ、せん断を引き起こす波浪外力、ある

いは積荷荷重によって変形が生じたと判断される

場合には、現状復旧の修繕では、その後も損傷が

再発する可能性が大きいため、防撓材新設あるい

は板の増厚切替による座屈強度の補強が必要であ

る。しかし一般的には板の増厚よりは防撓材の新

設によって、ひとつの防撓板が受け持つ面積を小

さくするのが効果的である。 

2.1.4 検査要注意箇所 

船ごとに構造部材寸法や配置が異なるため、損

傷が発生する箇所を特定することは困難であるが、

一般的に構造上の弱点とされる箇所は、ある程度

分類できる。構造上の弱点箇所を分類し、船体構

造断面図に検査要注意箇所を示した教育研修用教

材を独自に用意している検査関係機関もある。 

 検査員は、一般的な検査要注意箇所に対する知

識に加えて、当該船舶の検査履歴、同型船の損傷

事例等の情報を調べた上で検査に臨むことが多い。

船体構造断面図に示された検査要注意箇所に示さ

れた箇所に加えて、疲労き裂であれば、構造上の

不連続箇所、応力集中部、変形の大きい箇所、主

要支持部材と局部支持部材の接合部（荷重を伝達

する箇所）などの損傷に対する一般的知識を、各

検査員が経験を踏まえて記憶しているものと思わ

れる。主要支持部材に接合しているトリッピング

ブラケットは、まわりの箇所よりも荷重を伝達す

る機能を担っている関係で、損傷が発生しやすい

箇所といわれている。同型船に損傷が発生した場

合、損傷が発生する確率が経験的に高いといわれ

ている。また、ある片側で発見された損傷は、工

作上の問題でなければ、反対側の同じ部材に損傷

が発生している可能性が高いといわれている。い

ずれも検査要注意箇所である。 

疲労き裂損傷の場合、当該部材を修繕したもの

の、その周辺の応力レベルの同じような箇所では、

同様の損傷を引き起こす可能性がある。したがっ

て、修繕した箇所とその周辺（反対舷も含む）を

経過観察する意味において検査要注意箇所である。

また、修繕後まもなく再発する損傷については、

修繕方法に何らかの問題があったと思われるため、

そのような情報を一般化して、再発防止に努める

ことはもちろん、その原因を知識として処理でき

るようにする必要がある。 

 
2.2 知識処理システムの開発 

2.2.1 システム上の知識表現技術の歴史 

最近、知識表現にあたって、オントロジーとい

う概念が人工知能の分野で利用されるようになっ

た。オントロジーは、従来の知識表現や知識利用

に欠けていた共有可能性や再利用性の視点を実現

するために登場したといわれている 8)。共有可能

性と再利用性を高めるために、オントロジーを記

述 す る に は 、 XML (eXtensible Markup 
Language) を利用する。オントロジーとは、本来、

哲学用語としては存在論を意味するが、人工知能

の分野では「概念の明示的規約」と定義され、計

算機が理解可能な「概念辞書」ととらえられるこ

とが多い。オントロジーは意味ネットワークやフ

レーム等知識表現技術のもっていた形式性と推論

可能性、すなわち、概念や概念間の関係を表現、

概念の属性をスロットにて表現する等の点を継承

している。 

このような人工知能の分野におけるオントロジ

ー技術の整備と並行して、W3C (World Wide Web 
Consortium)を中心に、図－2.6 に示す階層構成か

らなるセマンティックウェブ技術が整備されつつ

ある。これは、Web2.0 が誕生して以来、通信技

術の中に XML を多用した Web の構造化が進んで

いることに関連する。セマンティックウェブの構

成要素の一つであるメタデータ、すなわち図－2.6
の RDF model & Syntax 層は、画像データのよう

なコンテンツの検索で活用される。これはメタデ

ータが画像データ等のコンテンツに内在する意味

情報を明示的に記述し、外部からの処理を容易に

することを図っているためである。図－2.6 の

RDF Schema 層、および Ontology 層は、対象領

域の意味・論理構造を記述する。したがって、オ

ントロジー（Ontology 層）は構造化されたデータ

ベーススキーマと見ることもできる。オントロジ

ーは、ウェブページ（リソース）とリソース間の

関係に対して計算機的意味を与え、推論を可能に

することに用いられる RDF Schema の上位階層

に位置づけられた利用方法も提案されている。ま

た、それを適用した事例も紹介されている 9),10)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.6 セマンティックウェブ階層 

 
2.2.2 本システムへのオントロジーの利用 

冒頭から述べているように、検査、修繕計画に

おいては経験的知識が求められる。和田 6)は、「経
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験のない人は、足元に松茸が生えていても気がつ

かないし、松茸が生えていそうにないところを一

生懸命さがしている。」と松茸狩りを例に、船体構

造の点検、検査における経験と知識の関与につい

て説明している。また、岡田 11)や Okumoto ら 12)

は、船殻設計者がこれまでに多くの損傷を教訓に

対策をとってきたことの紹介とともに、過去の損

傷を決して風化させることなく、それらの事例等

を教材に、基準・ルールの背景をしっかりと伝え

ていくことの大切さを述べている。経験的知識に

ついて、いかにオントロジーを利用して表現し、

検査で得られるデータ（情報）と組み合わせて、

それらをいかに活用していくかを検討しながら、

知識処理システムを構築しなければならない。 
 船体構造の検査・修繕計画のシステム構築にむ

けて、オントロジーの利用法について考える。は

じめに、システムの目的（機能）に応じた知識処

理に必要な語彙を定義する。それら語彙は、主に、

船体構造、検査・修繕に関連する語彙にあたる。

船体構造部材の呼び方については、日本語、英語

の別に加えて様々な呼び方があるのが現状である。

ここでは、油タンカーおよびばら積み貨物船の検

査強化プログラム(IMO 総会決議 A.744(18)13）)の
中で使用されている語彙を使用した。検査関連用

語についても IMO 総会決議 A.744(18)の中で使用

されている語彙を使用した。これらの語彙はオン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トロジーの中で、概念として定義される。たとえ

ば、”Survey Report”という概念をまず定義し、そ

の詳細定義については、図－2.7 に示すように、

part-of（部分－全体関係）又は attribute-of（属

性）といったスロットを作成し、また、”Survey 
Report”概念を継承する”TM Report”、”Damage 
Report”、”Repair Report”、”Photo Report”概念

を定義し、それらとの間の関係を is-a 階層（上位、

下位概念の設定）で定義した。さらに、どのよう

な箇所のどの部材が損傷するかを予めパターン化

した上で、図－2.8 に示す損傷パターンの概念や

概念間の関係を定義し、典型的な損傷パターンと

紐付け、その典型的な損傷パターンに対する修繕

方法との紐付けにあたる経験的知識の記述をオン

トロジーの中で行った。また、検査データベース

データ（インスタンス）に対するクラス定義をオ

ントロジーの中で記述、すなわち、データスキー

マとして利用した。 
図－2.9 は 2.2.1 項で述べたように、縦通肋骨が

横桁を交差する箇所において発生する典型的な疲

労き裂損傷を発見したときの判断の一例を示した

ものである。そして、これを一連の流れとして示

したものが、図－2.10 である。ここに示したよう

に判断にいたる必要な知識（思考パターン）、原因

究明のための推論に必要な因果関係について、オ

ントロジーを利用した知識表現で整備した。 
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図－2.7 検査・修繕分野の概念の一例
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図－2.8 典型的な損傷タイプ概念の一例 
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2.2.3 システムの構成 

図－2.11 に示すように、本システムは、ユーザ

ーがサーバーにアクセスして処理を行う Web ア
プリケーションの形態をとる。サーバーには、検

査・修繕分野固有の意味を踏まえた、問題解決機

能（情報と知識（記憶）の処理）を持たせるよう

にし、従来のデータベース処理に加えて、知識処

理を加えたサーバー側の処理を可能にしている。

知識管理では、計算機が処理可能な知識表現を行

うために、オントロジーを用いた知識管理を行っ

ている。情報管理では、検査データの管理、登録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.11 システムの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船データの管理を行う。 

開発にあたり、 Eclipse (Ver.3.5)と Apache 
Tomcat (Ver.6.0)を用いてシステムを作成した。

知識表現、すなわちオントロジーの作成にあたり、

大阪大学で開発された法造オントロジーエディタ

を使用した。現在、本章の研究に記述されている

オントロジーの内容は、典型的な損傷図と修繕計

画図のメタデータ、データベースの意味構造を規

定したデータスキーマ、船体構造、検査関連用語

語彙の定義となっている。データベースの管理に

は、汎用的なデータベースアプリケーション

(MySQL)を使用した。サーブレット機能、オント

ロジーの読み込み、オントロジーを利用した知識

処理には、Java を使用した。  

2.2.4 システムの機能 

検 査 強 化 プ ロ グ ラ ム （ IMO 総 会 決 議

A.744(18)13）） に従った検査を行うことを前提に

システムの構築を行う。本システムでは、検査・

修繕の計画(Planning)を支援することを目的とし

ているが、損傷報告の大切さ、また、検査データ

の意味を踏まえた管理と円滑な処理を行えるよう

にするためには、報告様式の画一化が求められる。
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そこで、本システムでは、計画(Planning モード)
と報告 (Report モード)の二つの場面を想定した。 

 当該船舶および同型船の検査・修繕計画にこれ

らの情報を活用し、検査要注意箇所を検査計画案

として提示するようにした。 

(1)Planning モード 

Planning モードでは、図－2.12 のような一般

配置図と船体横断面上に検査要注意箇所を表示す

るようにした。当該船舶の過去の損傷履歴から注

意する箇所は赤丸で表示するようにした。また、

トリッピングブラケット部は検査要注意箇所であ

ることから、図面上に表示し、注意を促すように

した。 

(2)Report モード 
Report モードでは、データベース上の損傷デー

タの管理とともに、典型的な損傷パターンの照合

と、典型的な損傷パターンに対応する典型的な修

繕計画図を提示することを目的とし、そのために

必要なデータを図－2.13 に示す画面に従って入

力していくこととする。したがって、ここで入力

する項目は、報告内容であると同時に、パターン

照合のためのメタデータとして取り扱われる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目的に応じた処理（記憶されている典型的な損

傷パターンの中からどのパターンに近いか検索す

る）が行えるように、損傷実績をもとに、それら

損傷データが網羅されるよう、典型的な損傷事例

を整理し、Damage Part Group として、７通り

(Inter Section Part、Forepeak Part、Transverse 
Web Frame End Bracket Part、Longitudinal 
Girders/BHD Part、 Crossties and their End 
Connection Part 、 Joint Part 、 Transverse 
Bulkhead Stiffener/ Primary Web Intersection 
Part)に分類した。なお、損傷タイプ (Damage 
Type)は、2.1.3 項で述べたように、き裂(Crack)
と変形(Deformation)のみを対象にし、衰耗は損傷

(Damage)の対象にしていない。なお、”Crack”、 
”Deformation”は、オントロジーの中で概念とし

て語彙が定義されている。 
画面（図－2.13 参照）では、その他、損傷箇所

（タンクの種類、タンク No.、左右舷の選択、フ

レーム No.）情報で、損傷データの管理、典型的

な修繕計画図提示に必要な情報を入力する。入力

後、典型的な損傷パターンを特定するために必要

な、損傷箇所の構造部材と損傷部材を入力する画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－2.12 Planning 画面の一例
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面（図－2.14 参照）に進む。構造部材は、設計や

規則 (CSR: Common Structural Rule)で使用さ

れ る 表 現 で あ り 、 こ れ を ”Primary Support 
Member”、 ”Plating Member”、 ”Local Support 
Member”、”Other Member”に分類する。それぞ

れの具体的な部材名は、A.744(18)13)で使用されて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる部材名について予めオントロジーの中に語彙

を定義しておき、それらを画面セレクトボックス

の選択肢として表示させるようにした。さらにス

ロットタイプ等の詳細構造を選択する。これら詳 

細構造のタイプとしては、CSR で使用されるタイ

プを利用した。本入力により、典型的な損傷パタ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2.13 損傷タイプ、損傷箇所入力画面

図－2.14 損傷部材入力画面(1)
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ーンを見つけ出すことが可能になる。 

さらに、図－2.15 に示す画面にて、疲労き裂の

場合、その起点とき裂長さ、き裂進展方向（損傷

内容により、き裂の伝播方向図表示がかわる）等、

損傷原因の推論に必要なデータ入力を行う。また、 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真やスケッチの参考データを添付して、データ

ベースに送信（レポート）する。修繕計画図の提

示を行っていく上で、対話的なやり取りを、思考・

判断フロー（図－2.16 画面表示参照）にしたがっ

て、進めていくようにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－2.15 損傷部材入力画面(2)

思考・判断フロー
にしたがって、対
話を進めていく

図－2.16 対話的やりとりの画面一例
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3. 疲労損傷モニタリング技術の開発 
 

前章では、船舶の損傷に関する経験知と船体検

査や運航などの各種データを基に、個別の腐食衰

耗・損傷状態に応じた、修繕方法の計画立案を可

能とするシステムの開発を行った。 
本システムを適切に運用していくためには、計

画的修繕が行われるまでの期間について、損傷の

進捗度合いを常時把握する場合が想定される。本

章では、指向性の圧電素子を用いて疲労損傷をモ

ニタリングする技術の開発を行った。 
本章で想定する疲労き裂とそのモニタリング方

法を図－3.1 に示した。隅肉溶接部などで、疲労

き裂発生が予想された場合に、当該個所を送信

子・受信子で挟み、超音波の伝搬状態の変化を検

出して、き裂の挙動をモニタする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.1 想定する疲労き裂に対する 

モニタリング方法 

 
3.1 圧電素子単体によるモニタリング 

 圧電素子を用いた損傷モニタリングに関して、

いくつかの文献 14),15),16)がある。これらは短冊形

圧電素子 2 枚をモニタ対象板上に配置し、片方を

発信用、他方を受信用とし、両者間を伝わる Lamb
波を利用する。この方法で使用する超音波には指

向性があることと、周波数が低い点に特徴がある。

低い周波数の波は減衰が小さく、長い距離を伝搬

するので、船体のような大型構造物のモニタリン

グに適すると考えた。 
 圧電素子の送受信特性を調べるため、厚さ

0.5mm で平面寸法が 7mm×1mm の圧電素子

（PZT）を用いて、図－3.2 の配置で計測実験を

行った。圧電素子の励振は電力増幅した 40kHz
の波形によった。また、圧電素子の出力を直接デ

ジタルオシロスコープ（入力インピーダンス１Ｍ

Ω）でデジタル値に変換しパソコンに取り込んだ。 
1mm、2mm、5mm の 3 種の板厚(t)でゼロ度方向

と 90 度方向で受信波を測定した結果を図－3.3 に

示した。 
板厚 1mm の結果をみると、ゼロ度方向では良

好な波形が観測されるが、90 度方向では、振幅が

小さく波形も明瞭でない。この板厚では、指向性

があり、ゼロ度方向で使用するならば送受信シス

テムとして利用できそうである。 
 0 度方向で受信素子に最も早く到達した波と励

振パルスの時間差から音速を計算すると、

1.14km/s が得られる。図－3.4 の群速度計算図で

確認すると、周波数板厚積が 0.04MHz×mm なの

で、図左端の a0-mode であることが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－3.2 圧電素子の指向性の測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3.3 圧電素子の指向性測定結果(40kHz) 
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図－3.4 Lamb 波の群速度 

 
なお、左端の第二波の伝搬時間 402s は第一波

の 90s の約 4.5 倍である。送信素子で発生した

波が受信素子に到達し第一波を形成し、その後、

試験体端部で反射し、受信素子に戻った波が第二

波を形成したと考えられる。伝搬距離の比率から、

伝搬時間の比率は 5 倍が予想されるが、伝搬速度

の周波数依存性があるため、伝搬中の波形変化に

より、伝搬時間が変化し、4.5 倍になったと推測

された。 
板厚 2mm の場合、0 度方向では感度が低下す

るものの、板厚 1mm に近い波形が得られた。第

一波の伝搬時間はやや短い。90 度方向では振幅の

低下が著しい。 
板厚 5mm では、二つの方向ともに小振幅の波

形が左端近くに認められる。励振パルスとの時間

差から音速を計算すると、0 度方向で 18.8km/s、
90 度方向で 21.0km/s となった。アルミ材の縦波

音速は 6.42km/s であり、これより早く振動が伝

わることは考えにくい。超音波の励振は一定間隔

で繰り返しているので、1 つ前の超音波振動の残

響などと考えられる。 
同様の測定を 1MHz の励振パルスで行った結

果を図－3.5 に示した。ただし、対象板は鋼板で

あり圧電素子の寸法は、厚さ 1mm で平面寸法が

10mm×5mm である。板厚 1mm および 5mm で

指向性が認められる。ただし、パルス幅に着目す

ると、0 度方向で第一波の幅が励振パルスの幅よ

りも大幅に拡大している。送信素子からの多数の

経路・モードの振動が受信波形の成形に影響して

いると考えられる。パルス幅が大きいため、正確

な音速は計算できないが、パルス幅の中央で計算

すると、板厚 1mm､5mm について、それぞれ 2.7 
km/s、2.4km/s が得られる。鋼の縦波音速 5.94 
km/s、横波音速 3.23km/s、表面波音速 2.98km/s
のどれよりも遅く、多様な経路・モードが合成さ

れたものと考えられる。 
以上から、厚さ 10mm 以上の船体構造を対象と

したモニタリング手法として単体で使用する圧電

素子は適さないと考えられた。そこで、発生する

超音波のモードを限定できる楔付圧電素子を用い

たモニタリング手法を開発することとした。 
圧電素子単体と楔付圧電素子の外観を図－3.6

に、楔付圧電素子をケースに収めた探触子の外観

を図－3.7 に示した。3.2 節以下は探触子を用いて

検討を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.5 圧電素子の指向性測定結果(1MHz) 

 
 
 
 
 

 
図－3.6 単体の圧電素子と楔付圧電素子 

 
 
 
 
 
 

図－3.7 圧電素子を組み込んだ探触子 

 
3.2 探触子を用いたモニタリングの検証 

疲労き裂モニタリング法を開発するため、表－

3.1 の 4 種の探触子による検証を行った。探触子

の公称周波数はすべて 2MHz である。探触子の基

本構造を示した図－3.8 において、適切な入射角 i
の楔を使用することにより、発生する超音波のモ

ードと屈折角 θ を決めることができる。この原理

により、板に沿って伝搬する縦波、横波 2 種、表

面波を発生させ、検証に使用した。 
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横波 2 種の違いは、振動方向が図－3.8 の面内

（SV＝Shear vertical）と面外（SH=Shear 
Horizontal）である。SH 波は振動方向が表面に

平行なため、剪断力を伝達できる高粘性の接触媒

質を使用した。 
計測システムの概略を図－3.9 に示した。電力

増幅したファンクションジェネレータの波形を励

振パルスとして超音波を発生させ、受信波はデジ

タルオシロスコープでデジタル変換しパソコンに

取り込んだ。励振パルスの波形は 2MHz のサイン

波 1 サイクルを平滑して作成した。絶対値検波と

ローパスフィルタを施した受信波形から、エコー

のピーク点を検出し、エコー高さと TOF（伝搬時

間）を求めた。 
 

表－3.1 探触子の種類 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.8 探触子の基本構造 

 
 
 
 
 
 

図－3.9 計測システム 

 
3.2.1 隅肉試験片を用いた検証 

 貫通スリットを部分的に導入した厚さ 10mm
で平面寸法が 0.5m×0.5m の鋼試験体について、

スリットを挟んで配置した 2 つの探触子を用いて

計測実験を行った。2 つの探触子の間を疲労き裂

が進展する様子を、探触子対を移動させることで

再現した。 
 スリットと探触子対の位置関係を図－3.10 に

示した。図は、隅肉溶接付の試験体の例である。

隅肉溶接なしのスリットだけの測定も行っている。 
また、隅肉だけでスリットなしの試験体も参照用

として測定した。探触子間隔は 100mm である。 
 エコー高さの測定結果を 4 種の探触子について、

図－3.11 に示した。図右半はスリットも隅肉溶接

もない平坦部である。図左半は隅肉だけ、スリッ

トだけ、隅肉+スリットの 3 ケースを示した。 
 スリットの場合とスリット+隅肉の場合、スリ

ットによる遮蔽効果のため、スリット部で大きく

エコー高さが減少している。また、平坦部とスリ

ット部の境界では、超音波ビームの半分がスリッ

トで遮蔽されるので、理論的には-6dB のエコー高

さの低下が予想される。この値は（スリットのみ

の場合）、2Z10x4A70、2Z10x4R、2Z10x4HA90、 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.10 試験体と探触子の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－3.11 エコー高さ測定結果 

 
(m/s) (mm) (deg)

2K10x4LA90 longitudinal 5900 3.0 90
2Z10x4A70 shear vertical 3230 1.6 70
2Z10x4R rayleigh 2980 1.5 90
2Z10x4HA90 shear horizontal 3230 1.6 90
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2K10x4LA90 について、それぞれ-5.7dB、-5.3dB、

-5.6dB、-6.1dB となっており、理論値からの大き

な乖離はない。 
 2K10x4LA90 では、スリット部におけるエコー

高さの低下が全体的に小さいように見える。この

探触子では平坦部の透過エコー高さがもともと低

いため、SN 比の点で他の 3 種の探触子より不利

である。スリット部のエコー高さはノイズで嵩上

げされている。 
 スリット+隅肉のエコー高さをスリットのみの

エコー高さと結果を比較すると、前者が後者より

エコー高さが常に低く、隅肉の影響が認められる。 
 隅肉によるエコー高さの低下は、2Z10x4R が他

の探触子より大きい。表面波は隅肉の影響を受け

やすい事がわかる。このことは、隅肉だけでスリ

ットがない場合の 2Z10x4Rのエコー高さが他の 3
種のエコー高さより低いことでも確認できる。 

TOF（伝搬時間）の測定結果を図－3.12 に示し

た。隅肉のみを除くと、右半の平坦部からスリッ

トなどが存在する左半に入ると TOF が増加する 
ことが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.12 TOF 増加量の測定結果 

 TOF の増加量は、図－3.13 のモデルに従い次

式で計算できる。 

)1........(
2

2 2
2

c

LsL

TOFi









  

ここで、c は音速である（表－3.1 参照）。 
図－3.12 の点線は、TOF 増加量の計算結果で

ある。2Z10x4R および 2K10x4LA90 では、スリ

ットの結果が、計算値に合致している。2Z10x4 
A70 および 2Z10x4HA90 では、実験値の TOF 増

加量がより大きい。 
 この原因は不明であるが、スリットに遮蔽され

た領域ではエコー高さが低下するとともに、波形

変化を生じることが多い。波形変化により伝搬時

間測定値に差異を生じることが原因として考えら

れる。 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.13 TOF の計算 

 

3.2.2 疲労き裂に作用する応力の影響 

 引張疲労試験により一定長さまで疲労き裂を進

展させた試験片によって、疲労き裂をモニタリン

グする場合の課題を調査した。試験片と測定方法

を図－3.14 に示した。 
 作成した疲労き裂試験片のパラメタを表－3.2
にまとめた。疲労応力は最大 100MPa、最少 5MPa
のサイン波である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.14 疲労試験片と測定配置 
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表－3.2 疲労き裂作成結果 

 

 

 

 

 

 

 
 片側疲労試験片について、探触子位置とエコー

高さの関係を図－3.15 にまとめた。試験片に掛か

る応力により疲労き裂の開き方が異なるので、5
つの応力レベル（5,25,50,75,100MPa）で測定し

た結果を表示している。 
 左半がき裂部分であり、き裂の先端から遠く、

き裂に遮蔽される度合いが大きいほど、エコー高

さは低下する。4 つの探触子についての結果を図

示しているが、応力によるエコー高さの変化はほ

とんど観測されない。 
 TOF 増加量を示した図－3.16 においても、測

定時応力の影響はほとんど見られない。2Z10x4L 
A90 の左端でばらつきがみられるが、エコー高さ

低下によるノイズの影響と考えられる。 
 中央疲労き裂試験について、疲労き裂を中央に

挟んだ時の透過エコー高さと負荷応力の関係を求

め図－3.17 に示した。2Z10x4R を除く 3 種の探 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－3.15 片側疲労き裂試験片の透過エコー高さ 

触子の結果は似た特性で、応力の増加とともにエ

コー高さは低下する。応力増加に伴う疲労き裂の

開口挙動が影響したと考えられる。 
 図－3.18 では、最小応力 5MPa のときのエコー

高さを 3 種の位置で示した。エコー高さはき裂が

ない場所(s=±35mm)の平均エコー高さを基準に

した。き裂中央でもっと大きくエコー高さを減じ

たのは 2Z10x4R であった。2Z10x4R が生成する

表面波のエネルギーは表層の 2 波長程度の浅い領

域に限られ、表面き裂の有無に大きく反応し、応

力負荷によるき裂開閉口挙動にはあまり反応しな

いと思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.16 片側疲労試験片の TOF 増加量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－3.17 中央疲労き裂試験片の透過エコー高さ 

（s=0：き裂中央） 
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図－3.18 中央疲労き裂試験片の透過エコー高さ 

（除荷時） 

 
3.2.3 塗膜の影響 

 図－3.14 の疲労試験前の片側き裂試験片にエ

ポキシ系塗膜を 300μm 塗布した試験片を作成し、

塗膜がモニタリングに及ぼす影響を調べた。 
 き裂がない領域のエコー高さを基準にして、探

触子位置とエコー高さの関係を求めると、図－

3.19 が得られた。き裂による遮蔽効果でエコー高

さが低下する程度は、塗膜の有無により大きな影

響を受けないことが分かった。4 つの探触子で同

じ傾向であった。2Z10x4HA90 でやや違いが大き

いが、粘性の高い接触媒質を使っているので、接

触媒質の厚さの再現性が悪いことが原因として考

えられる。 
鋼板上と塗膜上での計測値をすべて平均化し、

受信信号の大きさで比較すると、図－3.20 が得ら

れる。鋼板上では探触子による違いが少ないが、

塗膜上では 2Z10x4R がエコー高さ低下の程度が 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－3.19 切欠部エコー高さに対する塗膜の影響 

大きい。2K10x4LA90 では塗膜における値がやや

大きいが、接触式の超音波計測における 6dB 程度

の変動は通常観測の範囲内であるため、意義ある

傾向とは考えられない。 
 2Z10x4R が生成する表面波は表面上の付着物

でも減衰する傾向があり、今回の場合は、二つの

探触子間を覆う塗膜による減衰が影響したと考え

られる。また、2K10x4LA90 は表面に沿う縦波で

あり、2Z10x4R と同様に塗膜による減衰効果が働

いたと考えられる。 
塗膜の影響は、2Z10x4R において受信波の信号

強度低下をもたらすが、他の残りの 3 種の探触子

では、影響は小さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3.20 塗膜によるエコー高さの低下 

 
3.3 モニタリング手法の適用性 

 板厚 10mm を超える船体鋼板を対象とする疲

労損傷のモニタリングシステムを構成するには、

伝搬モード、経路が明確な楔を付けた圧電素子を

利用する必要がある。 
 楔材を付けることにより、横波 2 種(SV,SH)と
縦波、表面波を利用することができる。二つの探

触子間を横切るき裂を対象としたモニタリングシ

ステムにより、透過エコー高さの低下でき裂の進

展をモニタすることができる。4 種の探触子の中

で、縦波(2K10x4LA90)は感度の点で不利であり、

表面波(2Z10x4R)は感度が良いが、表面の形状や

付着物の影響（塗膜を含む）が大きいので、現場

への適用は慎重にならざるを得ないと考える。 
 2 種の横波を用いる方法は、貫通き裂に対して

は、適用上の問題は少ないと考える。非貫通き裂

については、2 種の横波における厚さ方向のエネ

ルギーの分布の影響がある。板厚 10mm 以上では

この効果が顕著になることを理解したうえで適用

することが重要である。 
 疲労き裂については、計測時の荷重条件により

透過エコー高さが影響を受ける場合がある。寸法

の小さい疲労き裂に対しては、荷重の影響が大き

い。したがって高精度のモニタリングを行うため

には、船体運動と同期させ、計測時刻を引張荷重

が大きくなるタイミングに合わせることが重要で

ある。 
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4. 航路標識の腐食劣化診断 

モニタリング技術の開発 

 
平成 24 年 12 月 2 日に発生した中央自動車道上

り線笹子トンネルの天井板の崩落事故 17）を受け、

早急に交通インフラの点検を実施し、迅速に実態

把握を行うとともに、現在、適切かつ効率的な交

通インフラの維持管理・更新のあり方について見

直しが図られているところである 18）。その一環で、

海上に設置されている航路標識等を対象に、腐食

劣化の進捗度合いに応じた点検・保守管理手法の

最適化を図る腐食劣化診断モニタリング技術の確

立ならびに劣化診断マニュアルの作成を目的とし

て国土交通省総合政策局より本章の研究を受託し

た。 

ところで、海上に設置されている航路標識等は、

直接に気象・海象といった自然現象等の影響を大

きく受ける環境に曝されていることから、陸上に

設置されている構造物と比較して、総じてその劣

化が非常に著しい。また、設置場所によって自然

現象等の規模や性質等が異なるため、劣化の度合

いに差がでる。現在、その点検・保守には、膨大

な数の箇所に設置されている航路標識等に対して

船舶により接近・移乗した上での目視点検の実施、

一律の期間経過後の換装等、大きな経費・労力を

要している。そこで、構造物の設置場所や時期等

を鑑み、腐食・劣化の進捗度合いに応じて点検、

保守手法の最適化を図る腐食劣化診断モニタリン

グ技術を確立し、劣化診断マニュアルを整備した。    
本章では、受託した研究の一部である鋼製の浮

体式灯標を対象とした研究成果を解説する。 
 
4.1 浮体式灯標の概要 

4.1.1 航路標識としての種別 19） 

航路標識とは、「灯光、形象、彩色、音響、電波

等の手段により港、湾、海峡、その他の日本国の

沿岸水域を航行する船舶の指標とするための灯台、

灯標、立標、浮標、霧信号所、無線方位信号所な

らびにその他の施設をいう。」と航路標識法に定義

されている。また、海上保安庁では、現在、視覚

により利用する光波標識、無線を用いる電波標識

および他の施設に大別している。浮体式灯標は、

光波標識に区分される。 

4.1.2 灯標としての機能 

灯標とは、船舶に障害物および航路の所在等を

示すために岩礁、浅瀬等に設置された構造物で灯

光を発し、構造が塔状のものをいい、RC 製、鋼

製および FRP 製のものがある（以下、本章では

後述の浮体式灯標以外の灯標を「固定式灯標」と

いう）。通常は小型であるが稀に大型のものもある。 

また、海底に設置された沈錘の係留装置で接続

し、航路等を示す浮体式灯標と呼ばれるものもが

ある。 

4.1.3 浮体式灯標の構造、設置基数と設置年度 

平成 24 年度末において、海上保安庁で管理・

運用されている灯標は、固定式灯標が 356 基、浮

体式灯標が 168 基である。 

運用されている浮体式灯標の構造・形式は、浮

体式灯標特型が 1 基、浮体式灯標 R 型が 167 基で

ある。図－4.1 に浮体式灯標 R 型の外観と構造の

一例を示す。浮体式灯標 R 型は、灯浮標（灯光を

発する浮標）にみられる揺れ回りが少なく水域を

効率的に利用できる特徴を有していることから、

平成 14 年度から灯浮標から浮体式灯標に順次換

装されている。構造・ 

形式としては、3 種類の標準型が設定されており、

設置場所ごとの風、潮流、波浪等の外力および海

底底質の状況に合わせて採用する型式を決定して

いる。係留装置としては、ユニバーサルジョイン

ト式とショートチェーン式の 2 種類があり、水深

や海底底質の状況に合わせて採用する形式を決定

している。 

表－4.1 に浮体式灯標 R 型の管区別・年度別設

置基数を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)水上部外観     (b)全体図 

図－4.1 浮体式灯標 R 型の外観と構造の一例 
 

表－4.1 浮体式灯標 R 型管区別・年度別設置基数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 計

一管区 4 1 5
二管区 4 4
三管区 4 29 11 11 8 6 11 1 81
四管区 17 1 7 25
五管区 13 2 15
六管区 4 4
七管区 22 3 25
八管区 3 3
九管区 0
十管区 0

十一管区 4 1 5
計 4 85 15 18 15 7 0 6 15 1 1 167
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4.2 浮体式灯標の現地調査 

4.2.1 現地調査箇所の選定要件 
 設置環境や設置年数を基本とし、表－4.2 に示

す選定要件を基に現地調査を実施する浮体式灯標

を選定した。表－4.1 から分かるように、平成 15
年度に 5 つの管区に全設置基数（167 基）の半数

に当たる 85 基、第三管区には同じく全設置基数

の半数に当たる 81 基の浮体式灯標が整備されて

いる。そこで、設置年度は平成 15 年度と定め、

設置数の多い第三管区とそれ以外の管区から現地

調査対象を決定する。 
 

表－4.2 浮体式灯標の選定要件 

 
 
 
 
 
 
4.2.2 調査対象標識 
 4.2.1 項の選定要件を勘案し、表－4.3 に示す平

成 15 年度に第三管区（3 基）と第十一管区（1 基）

に設置された 4 基の浮体式灯標を現地調査対象と

した。なお、研究期間中（平成 25 年度）に事故

等により揚陸された表－4.4 に示す 2 基の浮体式

灯標も調査対象とした。 
 

表－4.3 調査対象とした浮体式灯標 
 
 
 
 
 
 
 

表－4.4 事故により揚陸された浮体式灯標 
 
 
 
 
4.2.3 現地調査項目 

海上に設置される海洋構造物の腐食環境は、海

水と接触する条件や酸素供給量の違いによる垂直

方向、すなわち①水上部、②飛沫干満帯部（平均

干満線直下）、③水中部及び海底土中部に分類する

ことができる（図－4.1 参照）。特に、飛沫干満帯

部（平均干満線直下）の腐食環境は厳しい。そこ

で、浮体式灯標については、表－4.5 に示す現地

調査を実施し、腐食状況を確認する。水上部は、

腐食環境は他の部位に比べマイルドであり、灯標

の色の識別が重要な意味を持つため、塗膜の膜厚

や欠陥（膨れ、はがれ）の検査を重点項目とする。

飛沫干満帯部は、腐食環境（犠牲陽極の防錆効果

も期待できない）が厳しく、かつ、風、潮流並び

に波浪による曲げモーメントが最も大きい部位で

あるため、板厚検査を重点項目とする。水中部は、

犠牲陽極による防食効果により、腐食環境は比較

的マイルドであるため、犠牲陽極の衰耗状況の調

査と自然電位計測を重点項目とする。ジョイント

部（係留装置）は、係留鎖の状況を観察する。な

お、プラットフォームはアルミニウム製であるこ

と、浮体部は板厚が 9mm と薄いことなどを理由

に板厚測定は実施しない（図－4.1 一点鎖線赤丸

印で板厚計測を実施）。 
 

表－4.5 浮体式灯標の現地調査項目 
 
 
 
 
 
 
4.2.4 現地調査結果 
(1)外観検査、板厚検査ならびに膜厚計測結果 

 外観検査結果概要を表－4.6 に示す。本体や付

属物に一部塗装剥離および発錆が認められたが著

しい損傷はなかった。また、千葉港姉崎航路第三

号灯標のプラットフォームの塗装の剥離が著しく、

かつ、第三管区に設置された 3 基の浮体式灯標の

鳥の糞害が著しいため、今後、標識としての機能

上、補修ならびに洗浄等の手当が必要であるもの

と判断される。外観検査で観察された軽微な塗膜

損傷等の典型的な事例を図－4.2 に示す。 
 

表－4.6 浮体式灯標の外観検査結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 板厚検査結果を表－4.7 に示す。図－4.1 の一点

鎖線赤丸印で示した灯火高ならびに水深調整ユニ

ットの公称板厚は、R-1 型が 19mm、R-3 型が

12.7mm であるが、表－4.7 から分かるように著

しい減肉は認められない。 
 塗膜の膜厚計測結果を表－4.8 に示す。塗装仕

要件 内容

設置後の
経過年数

設置後の経過年数が長く、整備された年度が近い標識

設置環境
水深、潮流、水質等の地理的環境が異なる海域（比較的船
舶交通の輻輳度が高くない海域）に設置された標識

管区要請
損耗度の点検が比較的容易なショートチェーン式による係
留具を採用し、その損耗等が懸念される標識

その他 製造時における塗装仕様および塗装メーカ等が同一の標識

標識名 管理部署 型式 設置年月 水深 塗料メーカ
千葉港口
第三号灯標

千葉 R-1 平成15年3月 16m 中国塗料

那覇港倭口
第二号灯標

那覇 R-1 平成15年3月 20m 中国塗料

千葉港姉崎航路
第三号灯標

千葉 R-1 平成15年12月 20m 中国塗料

川崎航路
第一号灯標

横浜 R-3 平成15年3月 22m 中国塗料

標識名 管理部署 型式 設置年月 水深 塗料メーカ
千葉港
第四号灯標

千葉 R-1 平成16年1月 16.6m 中国塗料

若松航路
第七号灯標

若松 R-1 平成15年1月 10.8m カナエ塗料

部位 調査項目

水上部 外観検査（目視確認、写真撮影）、板厚計測、膜厚計測等

飛沫干満帯部
潜水士による外観検査（目視確認、写真撮影）、海洋付着
生物等を除去後の超音波方式により板厚計測等

水中部
潜水士による外観検査（目視確認、写真撮影）、海洋付着
生物等を除去後の超音波方式により板厚計測、犠牲陽極の
衰耗状況の調査、自然電位測定

ジョイント部
潜水士による係留鎖の状況を観察（ノギスによる計測を含
む）

標識名 外観検査（水上部、飛沫干満帯部、水中部）

川崎航路
第一号灯標

・塗装の剥離および損傷はほとんどない。
・鳥の糞害が著しい（灯器が鳥の糞で真っ白）。

千葉港口
第三号灯標

・本体附属物に一部塗装剥離があるが、顕著な損傷
　はない。
・鳥の糞害が著しい。

那覇港倭口
第二号灯標

・塗装の剥離および損傷はほとんどない。
・鳥の糞害なし。

千葉港姉崎航路
第三号灯標

・本体に一部塗装の剥離および発錆があるが、顕著
　な損傷はない。
・プラットフォームの塗装の剥離が著しい。
・鳥の糞害が著しい。
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様の灯火高調整ユニットの膜厚（DFT）は 660μm
であるが、約 3 倍の膜厚の塗装がなされている浮

体式灯標があった。 
 

表－4.7 浮体式灯標の板厚計測結果 
 
 
 
 
 
 
 

表－4.8 浮体式灯標の膜厚計測結果 
標識名 膜厚計測（灯火高調整ユニット）

千葉港口第三号灯標 ・膜厚は、1.6～2.0mmであった。

那覇港倭口第二号灯標 ・膜厚は、650～750μmであった。

千葉港姉崎航路第三号灯標 ・膜厚は、550～650μmであった。

川崎航路第一号灯標 ・膜厚は、1.6～2.2mmであった。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)付属物の塗膜剥離 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)本体の塗装剥離および発錆と鳥の糞害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)プラットフォームの塗装剥離 

図－4.2 軽微な塗膜損傷等の典型的な事例 

(2)潜水調査結果 

 水中部の塗膜劣化状況、係留具摩耗状況、犠牲

陽極衰耗状況ならびに自然電位測定結果について

その概要を述べる。 
 水中部の塗膜劣化状況概要を表－4.9 に示す。

表－4.9 から分かるように、目立った問題はなく

良好な状態であった。また、那覇港倭口第二号灯

標ではケレン後、鋼材表面の状況を確認したが孔

食等の腐食は認められなかった。 
 係留具の寸法は、ケレン後、図－4.3 に示すよ

うにシャックルとリンク（リンクとリンク）の交

差部の両端にノギスを当て測定した。なお、規定

値（最小寸法）はシャックルとリンク（寸法 A）

の場合 186mm、リンクとリンク（寸法 B）の場

合 180mm である。係留具摩耗状況概要を表－

4.10 に示す。表－4.10 から分かるように、いずれ

の浮体式灯標もプラス交差に加えて数 mm 程度の

摩耗量であり、著しい摩耗は生じていない。補助

係留チェーンについては、フランジとの接触によ

り 1/3 程度摩耗している浮体式灯標があり、交換

が必要と判断された。 
 
表－4.9 浮体式灯標の水中部の塗膜劣化状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)係留具（ショートチェーン）の計測例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

(b)ジョイント部測定状況 

図－4.3 係留具の寸法の計測方法 

標識名 板厚計測（灯火高ならびに水深調整ユニット）
千葉港口
第三号灯標

・板厚は18.3～19.7mmであり、顕著な減肉はない。

那覇港倭口
第二号灯標

・板厚は18.3～19.1mmであり、顕著な減肉はない。

千葉港姉崎航路
第三号灯標

・板厚は18.3～19.1mmであり、顕著な減肉はない。

川崎航路
第一号灯標

・板厚は12.6～13.3mmであり、顕著な減肉はない。

標識名 塗膜劣化状況
千葉港口
第三号灯標

・目立った問題はなく、良好な状態。

那覇港倭口
第二号灯標

・目立った問題はなく、良好な状態。
・一部ケレン後、鋼材表面の状態を確認したが、
　孔食等の腐食は認められない。

千葉港姉崎航路
第三号灯標

・目立った問題はなく、良好な状態。

川崎航路
第一号灯標

・目立った問題はなく、良好な状態。
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顕著な減肉はない

顕著な減肉はない

顕著な減肉はない

題著な減密はない

1.6~2.0mm 

650~750um 
550~850um 
L6~2.2mm 

良妊な枕態

良好な状熊

クレン後~鋼社表面の汰態を撞認 し たが：
孔食笠の腐食は認められない

良妊な払饂

良妊な述揺

竺-]
清底方向』



犠牲陽極衰耗状況概要を表－4.11 に示す。表－

4.11 から分かるように、犠牲陽極の残存量は 7 割

以上あり、塗装劣化状況結果を裏付ける結果とあ

った。 
自然電位計測結果を表－4.12 に示す。電位計測

時の照合電極は塩水塩化銀電極であり、防食基準

電位は-780mV である。いずれの浮体式灯標にお

いても、計測された自然電位は防食基準電位より

低く、良好な防食状態であった。この事実は、塗

膜劣化状況および犠牲陽極衰耗状況結果を裏付け

る結果である。 
 

表－4.10 浮体式灯標の係留具摩耗状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表－4.11 浮体式灯標の犠牲陽極衰耗状況 
 
 
 
 
 
  
 

表－4.12 浮体式灯標の自然電位計測結果 
 
 
 
 
 
 
(3)事故品の調査結果 

 事故品の外観検査結果概要を表－4.13 に示す。

塗装の剥離等の損傷はなく、健全な状態であった。

ただし、過去に接触事故により変形した本体の一 
部に発錆が認められた。 
 事故品の板厚計測結果を表－4.14 に示す。R-1
型の浮体部の公称板厚は 9mm、灯火高ならびに

水深調整ユニット部の公称板厚は 9mm であるが、

いずれの浮体式灯標においても著しい減肉は認め

られない。 

 事故品の膜厚計測結果を表－4.15 に示す。中国

塗料の塗装仕様では、水上部の膜厚（DFT）は

660μm、水中部の膜厚（DFT）は 700μm であ

る。カナエ塗料の塗装仕様では、水上部の膜厚

（DFT）は 568μm、水中部の膜厚（DFT）は

1,118μm である。中国塗料で塗布された千葉港

第四号灯標は塗装仕様の約 2 倍の膜厚を有してお

り、またカナエ塗料で塗布された若松航路第七号

灯標の水上部の膜厚は 200μｍ程度のばらつきが

あり、塗装仕様より薄めの膜厚となっていた。表

－4.8 に示した結果と同様、塗装仕様どおり塗装

されていない浮体式灯標が散見された。 
事故品の係留具摩耗状況概要を表－4.16 に示

す。表－4.10 の結果と同様、プラス交差を加えて

数 mm 程度の摩耗量であり、著しい摩耗は生じて

いない。なお、ショートチェーンの摩耗について

は、シャックルが第三種相当品であり、リンクが

第四種相当品であるため、図－4.4 示すように、

シャックルとリンクが接触する箇所ではリンクは

ほとんど摩耗せず、シャックルのみ摩耗していた。 
 事故品の犠牲陽極衰耗状況概要を表－4.17 に示

す。表－4.11 の結果同様、犠牲陽極はほとんど衰

耗していなかった。特に、千葉港第四号灯標では、

犠牲陽極のエッジが残っていた。 
 
表－4.13 浮体式灯標（事故品）の外観検査結果 
 
 
 
 
 
 
表－4.14 浮体式灯標（事故品）の板厚計測結果 
 
 
 
 

 

表－4.15 浮体式灯標（事故品）の膜厚計測結果 
 
 
 
 
 

表－4.16 浮体式灯標（事故品）の 

係留具摩耗状況 
 
 
 
 

標識名 係留具摩耗状況

千葉港口
第三号灯標

・ショートチェーンの寸法Aは183.5～184mmで、プラ

　ス公差に加え2.5mm程度の摩耗量。

・補助係留チェーンには摩耗ない（フランジあり）。

那覇港倭口
第二号灯標

・ショートチェーンの寸法Aは183mmで、プラス公差

　に加え3mm程度の摩耗量。

・補助係留チェーンには摩耗ない（フランジなし）。

千葉港姉崎航路
第三号灯標

・ショートチェーンの寸法Aは182～185mmで、プラス

　公差に加え4mm程度の摩耗量。

・ショートチェーンの寸法Bは181～182mmで、プラス

　公差内の摩耗量。
・補助係留チェーンはフランジとの接触により1/3程
　度、摩耗していた（フランジあり）。

川崎航路
第一号灯標

・ショートチェーンの寸法Aは180～183mmで、プラス

　公差に加え6mm程度の摩耗量。

・補助係留チェーンはフランジとの接触により1/3程
　度、摩耗していた（フランジあり）。

標識名 犠牲陽極衰耗状況

千葉港口
第三号灯標

・各犠牲陽極の残存量は93～97%であり、ほとんど

　衰耗していない。

那覇港倭口
第二号灯標

・各犠牲陽極の残存量は69～88%であり、特に、

　水深調整ユニットの衰耗がわずかに多い。

千葉港姉崎航路
第三号灯標

・各犠牲陽極の残存量は76～86%であり、わずかに

　衰耗していた。

川崎航路
第一号灯標

・各犠牲陽極の残存量は94～99%であり、ほとんど

　衰耗していない。

標識名 自然電位
千葉港口
第三号灯標

・-1,041～-1,049mVであり、良好な防食状態である。

那覇港倭口
第二号灯標

・-849～-858mVであり、良好な防食状態である。

千葉港姉崎航路
第三号灯標

・-1,075～-1,088mVであり、良好な防食状態である。

川崎航路
第一号灯標

・-1,092～-1,109mVであり、良好な防食状態である。

標識名 外観検査（水上部、飛沫干満帯部、水中部）
千葉港
第四号灯標

・水中部の塗装の剥離等の損傷は全くない。

若松航路
第七号灯標

・補修を行った形跡がある。
・灯火高調整ユニットに、過去の接触事故により変
　形した本体の一部に発錆がある。
・塗装の剥離および損傷はほとんどない。

標識名 板厚計測（浮体部、灯火高ならびに水深調整ユニット）

千葉港
第四号灯標

・浮体部は8.4～9.1mm、水深調整ユニット部は18.4～
　19.0mmであり、顕著な減肉はない。

若松航路
第七号灯標

・灯火高調整ユニット部は17.6～18.8mm、浮体部は8.3
　～9.1mm、水深調整ユニット部は17.7～18.3mmであ

　り、顕著な減肉はない。

標識名 膜厚計測（浮体部、灯火高ならびに水深調整ユニット）

千葉港
第四号灯標

・浮体部、水深調整ユニット部ともに1.3～1.5mmで

　あった。

若松航路
第七号灯標

・灯火高調整ユニット部は365～568μm、浮体部および

　水深調整ユニット部は1,113～1,655μmであり、灯火

　高調整ユニットの膜厚が仕様に比べて薄い。

標識名 係留具摩耗状況

千葉港
第四号灯標

・ショートチェーンの寸法Aは181.5～183.5mmで、

　プラス公差に加え4.5mm程度の摩耗量（シャッ

クルが5.5mm摩耗していた）。

若松航路
第七号灯標

・リンクの摩耗量はほとんどない。シャックルは
　計測不可。
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顕華な減肉はない



 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.4 千葉港第四号灯標のショート 

 チェーンの摩耗状況 

 
表－4.17 浮体式灯標（事故品）の 

  犠牲陽極衰耗状況 
 
 
 
 

(4)現地調査のまとめ 

浮体式灯標の現地調査結果から、10 年前後経過

した浮体式灯標は健全であり、今後約 10 年間は

健全な状態が保たれるものと期待される。評価理

由は以下に示すとおりである。 

浮体式灯標の本体の塗装状態は健全であり、設

置年数が 10 年前後の浮体式灯標は防食面や強

度面に問題がない。 
犠牲陽極は最高約 30％衰耗していたが、無塗装

で 15 年防食効果を期待して設計されているこ

とを考慮すると、塗膜の状態にかかわらず、水

中部では今後約 10 年間は犠牲陽極による防食

効果が期待できる。 
浮体式灯標の寿命を決定付ける部位であるショ

ートチェーンについては、シャックルとリンク

の組み合わせにおいて最小規格値から最大でも

6mm の摩耗量であり、この量がシャックルです

べて摩耗したと仮定しても約 6.3％程度の摩耗

率となる。プラス交差を考慮する必要があるが、

使用限度摩耗率を 25％と仮定すると、今後約 10
年は交換不要と考えられる。 

 
ただし、以下に示す 3 点については、近い将来、

補修や交換が必要と考えられる。 
①プラットフォーム部の再塗装 

材質がアルミニウムであり、塗装の相性が良

くないため、プラットフォームの塗膜剥離が著

しく、色の識別において標識の意味を成さなく

なる恐れがある。 
②灯器や標識本体の清掃作業 

鳥の糞害が著しく、色の識別において標識等

の意味を成していない。 

③補助係留チェーンの交換 
強度計算書によると、補助係留チェーンは定

期的に交換（およそ、5 年）することを前提に

設計されているにもかかわらず、これまで交換

実績がない。また、補助係留チェーンがフラン

ジ部と接触し、約 1/3 程度、摩耗しているもの

もある。 
 
4.3 腐食劣化診断モニタリング技術の開発 

 腐食状況の把握を非破壊で判断する手法として

一般的に用いられている腐食劣化診断モニタリン

グ技術について、航路標識の設置環境条件に適し

た手法を抽出し、実用化のための実証試験を行う

ことにより、それらの技術的課題を抽出し、劣化

診断マニュアルの作成に必要な計測手法について

開発を行った。 

4.3.1 浮体式灯標の環境 20）に適した手法の抽出 
(1)水上部 

  他の区分と比較して、比較的マイルドな腐食

環境であり、腐食劣化速度が緩やかであると考

えられるため、主に塗膜の劣化度に着目する。

そこで以下の手法を抽出した。 
・ アクティブ赤外線サーモグラフィ法 21),22）

による塗膜劣化診断 
・ インピーダンス計測による塗膜劣化診断 23） 
・ ロングレンジ超音波法による腐食診断 24） 

(2)飛沫干満対部 
  他の区分と比較して、漂流物との接触や海洋

生成物の付着により塗膜が損傷し、犠牲陽極に

よる防食効果も期待できない最も厳しい環境に

あるため、主に鋼板の板厚に着目する。そこで

以下の手法を抽出した。 
・ パルス渦流式探傷による板厚計測 25） 
・ ロングレンジ超音波法による腐食診断 

(3)水中部 
一般に海面からおよそ 1m までの水深は腐食

の著しい場所であるが、塗膜による防食の他、

犠牲陽極による防食措置が施されているため、

鋼材自体の腐食環境は厳しいとは言えない状況

であり、主に犠牲陽極の衰耗量と自然電位に着

目する。そこで以下の手法を抽出した。 
・ 水中カメラを用いた犠牲陽極の残存量監視

による塗膜劣化診断 
・ 自然電位計測による塗膜劣化診断 

(4)ジョイント部 
・ シャックルとリンク（リンクとリンク）の

摩耗量の計測 
4.3.2 計測法の開発等 

4.2 節で実施した現地調査時に、4.3.1 項に挙げ

た腐食診断手法の航路標識への適用性について検

標識名 犠牲陽極衰耗状況

千葉港
第四号灯標

・犠牲陽極のエッジが残っており、ほとんど損耗し
　ていない。

若松航路
第七号灯標

・ほとんど損耗していない。
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討した。 
(1)アクティブ赤外線サーモグラフィ法による塗

膜劣化診断 
①供試体 
 浮体式灯標を供試体として、アクティブサーモ

グラフィ法による塗膜劣化診断技術（遠距離加熱

装置の開発を含む）の開発ならびに適用性の検討

を行った。当初、作業船上から遠距離加熱装置に

より浮体式灯標の本体表面を加熱し、塗膜劣化診

断を行う予定であったが、作業船の揺れが予想以

上に大きく、船上での作業は困難であると判断し、

浮標基地に事故品として揚陸された表－4.4 に示

した若松航路第七号灯標の灯火高調整ユニット部 
を供試体（後述の図－4.9 参照）として検討した。  
②試験装置 
 試験には、赤外線サーモグラフィ装置、3 倍レ

ンズ、遠距離加熱装置（ハロゲンランプとキセノ

ンショートアークランプ）を用いた。 
 太陽光の影響を比較的受けにくい長波長の検出

波長帯域を持つ市販の赤外線サーモグラフィ装置

に 3 倍レンズを装着して使用する。 
 遠距離加熱装置は、照射径 300mm の放射面で

可視光から赤外線まで熱エネルギーを 90％以上

反射するガラス製反射鏡を有する。電球にハロゲ

ン球タイプ（JS100V～110V、1000W）を使用す

るものと、ショートアークキセノン球（1000W）

を使用するものの 2 種類を用意した。灯体本体は

市販品を使用し、前面を開放して運用するため反

射鏡前面の保護ガラスは容易に開放できる構造と

した。また、使用電源は商用 100V を使用する。

図－4.5 に遠距離加熱装置外観を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.5 遠距離加熱装置外観 
 
③検討方法 
 灯火高調整ユニットの表面を遠距離加熱装置で

加熱し、赤外線サーモグラフィ装置で上昇温度を

測定する。塗膜の放射率が不明なため、正確な上

昇温度は測定できない。しかし、本検討により、

加熱光や外乱（背景放射）の影響を受ける中、健

全部の温度上昇が確認できれば、塗膜劣化（剥離

欠陥）部の検知は可能と考えられる（剥離欠陥上

部の塗膜は熱容量が小さいため、健全部より上昇

温度は高くなるものと考えられる）。 
④検討結果 
 灯火高調整ユニット表面から 3.0m 離れた位置

から遠距離加熱装置により 60 秒間加熱し、表面

の温度変化を計測した。その結果を図－4.6 に示

す。加熱前と加熱終了後の熱画像から、遠距離加

熱により表面温度が上昇していることが確認でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.6 加熱後の塗膜表面の温度変化 
 
 両ランプの光源の大きさの違いにより放射光の

ぼやけ方が異なるため、放射強度分布が異なって

いる。ハロゲンランプは大きい範囲が、キセノン

ランプは小さい範囲が加熱されている。キセノン

ランプの方が集中して加熱されているにもかかわ

らず、加熱後の上昇温度は低い。実験室レベルで

塗膜（ただし色違い）の分光放射率は近赤外域で

低いことを確認しており、本結果は、近赤外放射

光を出すキセノンランプより、幅広い赤外放射光

を出すハロゲンランプの方が加熱効率は良いこと

を示している。 
 次に、錆びている部分（図－4.7 左上）に対し、

2.5m 離れた位置から遠距離加熱装置により 30 秒

間加熱した。加熱終了後の熱画像を図－4.7 の下

段に示す。一般に酸化金属の放射率は高いため、

ハロゲンランプおよびキセノンランプともに加熱

後の温度上昇は高くなった。また、膨れを生じて

いる部分がより高温になっていることも確認でき

る。今回は、目視でも確認できるレベルの錆が緑
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色塗料に生じていたため、目視でも簡単に検知で

きた。しかし、赤色や黒色塗料の場合は目視によ

る検知は難しくなると予測され、錆部や塗膜膨れ

部の検知においてもアクティブ赤外線サーモグラ

フィ法は有効である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.7 錆部および塗膜膨れ部への適用例 
 
⑤まとめ 
 動揺する船上から加熱するのではなく、遠距離

加熱装置の小型化を図り、たとえば、浮体式灯標

上から加熱するなどの見直しを図ることで、アク

ティブ赤外線サーモグラフィ法による塗膜劣化診

断は十分に有効な手法と考えられる。 
(2)インピーダンス計測による塗膜劣化診断 

インピーダンス計測による塗膜劣化診断技術は、

素地の鋼板と塗膜間のインピーダンスを測定し、

その経時変化から塗膜劣化度（塗膜の劣化、膨れ、

錆の発生を段階ごとに特定）を客観的に評価する

技術である。しかしながら、航路標識のような構

造物の厚膜かつ高抵抗の重防食塗膜に対応したポ

ータブル式のインピーダンス計測器は未だ開発さ

れておらず、市販品でどこまで対応できるか浮体

式灯標を供試体として調査した。 
①インピーダンス計測の原理 

塗膜表面に外部電極を取付け、素地の鋼板(灯火

高調整ユニットの鋼管 )をもう一方の電極とした

場合に塗膜は、概略、図－4.8 の等価回路と見な

すことができる。塗膜の劣化により塗膜コンデン

サ容量 C は増加し、塗膜抵抗 R は減少する傾向に

あるため、これを計測することで塗膜の劣化に関

する情報を得ることができる。 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.8 塗膜の等価電気回路 

②供試体と測定方法 
 表－4.4 に示した若松航路第七号灯標の灯火高

調整ユニット部を供試体とし、図－4.9 に示す 8
箇所の塗膜のインピーダンスを測定した。表－

4.15 に示したように、灯火高調整ユニットの塗膜

は 365～568μm であり、塗装仕様の 568μm より

薄い膜厚であった。なお、位置②は発錆箇所の近

傍を、位置④は塗膜割れ箇所近傍を測定し、イン

ピーダンスを比較検討した。 
 交流インピーダンス計測には、市販品である塗

膜劣化診断システム(TOMAC)を使用した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.9 供試体のインピーダンス測定位置 
 
③インピーダンス計測結果 

8 箇所の膜厚補正インピーダンス (インピーダ

ンス Z×膜厚 d／電極面積 S)計測結果を図－4.10
に示す。いずれの場合も高いインピーダンスを維

持していた。また、位置②の発錆箇所近傍（図－

4.11 参照）や位置④塗膜割れ箇所近傍（図－4.12  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－4.10 計測箇所の膜厚補正インピーダンス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.11 位置②：発錆箇所近傍 
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参照）でも、位置①等の塗膜外観が正常な箇所同

様、高いインピーダンス値を示した。この結果か

ら、塗膜下の腐食は進行していないことと推察さ

れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.12 位置④：塗膜割れ箇所近傍 
 
④まとめ 
 塗装仕様が 600μm 程度であれば、市販の塗膜

劣化診断システムを使用し、インピーダンス計測

による塗膜劣化診断は可能と判断できるが、より

厚い塗膜やインピーダンスの高い重防食系塗料に

対応した計測装置の開発が望まれる。 
 浮体式灯標の防食塗装については、年代により

塗装仕様が異なること、同じ塗装仕様であっても

表－4.8 および表－4.15 に示したように、実際の

膜厚は塗装仕様と比べて 200μm程度薄い膜厚や2

～3 倍厚い膜厚となっている。今後、膨れの発生

および塗膜下腐食の発生をその前段階で評価可能

な指標の整備が必要となるが、膜厚依存性のある

評価指標を使用する場合には防食塗装の膜厚管理

精度を向上させるか、または、膜厚依存性のない

評価指標について検討する必要がある。 
(3)パルス渦流式探傷による板厚計測 

パルス渦流式探傷は強磁性体の測定物に対し、

測定面とセンサの距離（リフトオフ 100mm 以下）

が離れた状態で、板厚の減肉の有無および測定範

囲における平均板厚を測定できる技術である。こ

の技術を用いて、浮体式灯標の飛沫干満帯部の腐

食状況について海洋生成物を除去せずに腐食評価

する方法について検討・開発を行った。 
①パルス渦流式探傷の原理 
 図－4.13 にパルス渦流式探傷の原理を示す。セ

ンサから与えられた磁束により対象物に渦電流が

発生し、その渦電流の変化を捉えることにより板

厚変化を検出する。 
図－4.14 に測定原理を示す。センサで検出した

電圧信号の時間変化から板厚の違いが捉えられる。

測定対象の板厚が増す場合は変化点の時間が遅く

なり、一方肉厚が減る場合は早くなる。測定波形

の例を図－4.15 に示す。このグラフは板厚を変え

て測定した時の波形である。板厚が厚くなるほど、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.13 パルス渦流式探傷の原理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.14 パルス渦流式探傷測定原理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－4.15 パルス渦流式探傷の測定波形の一例 

 
波形の変化点の時間が遅くなる。 
 センサが捉える測定対象物の測定範囲は、リフ

トオフ、板金の有無、センサのタイプ等に影響す

るため考慮する必要がある。 
 測定結果は、健全と考えられる箇所を基準点（こ

の点を板厚 100%とする）とし、この点に対する

板厚%（基準点と測定点の相対比較）を測定点の

結果として出力する。 
②センサの開発 
 浮体式灯標の飛沫干満帯部における腐食状況

（腐食形態、腐食範囲、腐食量等）ならびに海洋

生成物の付着状況を考慮して、パルス渦流式探傷

のセンサを製作した。製作したセンサの仕様を表

－4.18 に、その外観を図－4.16 に示す。 
 板厚を 4 段階（板厚：9.2mm、12.4mm、15.6mm、
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18.8mm）変化させ、リフトオフを 0mm から

100mm まで 6 段階変えた測定を大気中と水中に

て実施した。その結果、大気中及び水中において、

板厚約 9mm から 19mm の範囲において測定波形

より評価した体積比（%）と板厚との相関が得ら

れており、製作したセンサはリフトオフが 0mm
から 80mm まで測定可能であることが確認され

た。リフトオフ 80mm の大気中の結果を図－4.17
に、海水中の結果を図－4.18 に例示する。 
 防水性能を確認するために耐圧試験を実施した。

試験は加圧槽にて 10 気圧の加圧試験を 2 時間実

施し、試験後センサ内部に漏れのないことが確認

された。 
 なお、実機対象物を測定する場合、浮体式灯標

上から飛沫干満帯部でセンサを固定でき、海洋生

成物がある状態でセンサを固定できる治具を製作

した。 
 

表－4.18 製作したセンサの仕様 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.16 センサの外観 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.17 大気中における相関結果の一例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.18 海水中における相関結果の一例 
 
③実証試験 
 表－4.3 に示した千葉港姉崎航路第三号灯標と

川崎航路第一号灯標においてパルス渦流式探傷の

実証試験を実施した。計測装置は、4.3.2(3)②項の

センサの他、パルス ET 測定装置とパルス ET 解

析ソフトを用いた。実証試験結果を表－4.19 に、

実証試験状況の一例（千葉港姉崎航路第三号灯標）

を図－4.19 に示す。なお、健全部と想定される箇

所を相対体積比 100%とした。 
 表－4.19 の結果から、パルス渦流式探傷にて測

定した飛沫干満帯部には減肉は認められないと評

価された。この結果は、表－4.7 の結果と同様で

あり、パルス渦流式探傷の有効性が確認された。 
 

表－4.19 実証試験結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.19 実証試験状況の一例 
 
④まとめ 

対象物に腐食が一部認められたものの非常に軽

微で、概ね健全であったため、腐食形態に関する

情報は得られておらず、十分なパルス渦流式探傷

の実証試験ができたとは言えないものの、本技術

は浮体式灯標の腐食劣化診断モニタリング手法と

して適用の可能性が確認されたものと評価できる。

なお、固定ジグについては、作業性の面からも改

項目 仕様

直径 φ200mm（取手含まず）

厚さ 40mm
材質 ポリフェニレンサルファイド（PPS）樹脂

コイル径 内径60mm、外径70mm
コイル厚さ 15mm
コイル線径 φ0.34mm
コイル巻数 632T
コイル径 内径20mm、外径60mm
コイル厚さ 15mm
コイル線径 φ0.14mm
コイル巻数 11910T

防水性 耐圧性能 5気圧

その他 ケーブル長 15m

センサ寸法

励磁コイル

検出コイル

測定箇所
千葉港姉崎航路

第三号灯標
（公称板厚19mm）

川崎航路
第一号灯標

（公称板厚12.7mm）

健全部と想定
される箇所

100% 100%

飛沫干満帯部 99% 101%
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良の余地があるものと考えられる。 
(4)ロングレンジ超音波法による腐食診断 

ロングレンジ超音波法は、配管の一部にセンサ

を取り付けることで数十メートルの長さを高速に

腐食調査する技術である。この技術を用いて浮体

式灯標の飛沫干満帯部ならびに水上部の腐食状況

について海洋生成物を除去せずに腐食評価する方

法について検討・開発を行った。 
①ロングレンジ超音波法について 
 図－4.20 に示すように、従来の超音波探傷では

探傷領域がセンサの直下のみであるのに対し、ロ

ングレンジ超音波法は配管の軸方向に超音波を伝

搬させて長距離の探傷が可能である。 
 ロングレンジ超音波法の一般的な特徴を以下に

示す。 
 a)長所 

・ 広範囲・全面を高速スクリーニング検査可

能。 
・ 他の詳細検査と組み合わせることで、低コ

スト・高効率な検査が可能。 
・ コーティングの剥離等の前処理不要で、接

触媒質不要で探傷可。 
・ 保温材の影響は受けないため、センサ設置

位置の保温材解体のみで適用可能。 
・ 一度の探傷で配管の内外面の異常部の検

出が可能。 
b)短所 

・ 欠陥の軸方向及び周方向の位置が確認で

きるが、内外面の判別は不可能。 
・ 減肉深さの定量評価は困難。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図－4.20 従来の超音波探傷とロングレンジ超音

波法との比較 
②適用性の検討 

浮体式灯標の構造、飛沫干満帯部ならびに水上

部の腐食状況（腐食形態、腐食範囲、腐食量等）、

海洋生成物の付着状況を考慮してロングレンジ超

音波法の適用性を検討した。 

浮体式灯標の構造およびロングレンジ超音波法

の測定範囲を図－4.21 に示す。ロングレンジ超音

波法は、一般的にセンサの両側の 20m 程度が探傷

可能であり、今回の測定範囲としては 10m 程度で

あることから適用は可能と考える。また、ロング

レンジ超音波法では、センサの両側約 1.5m 程度

が不感帯（図－4.20 参照）となるため、本対象物

におけるセンサの設置位置は灯火高調整ユニット

（プラットフォームと浮体部中間浮体ユニットの

間）の気中部が適切であると考える。 
 一般的な腐食検出性能は、配管断面積の 10%程

度から検出可能とされており、本対象物における

腐食形態、腐食範囲、腐食量等によりロングレン

ジ超音波法の適用を考慮する必要がある。ただし、

常設センサを使用してモニタリング技術として用

いる場合は、腐食検出性能は配管断面積の 1%程

度から検出可能とされていることからある程度面

積を持った腐食（孔食以外）に対して適用可能と

考えられるが、コストパフォーマンスの観点から

現実的ではない。 
上述したように、設置位置は灯火高調整ユニッ

ト（プラットフォームと浮体部中間浮体ユニット

の間）の中間位置が適切であると考えており、こ

の位置は水上部であるため、防水性は特に考慮す

る必要は少なく、完全防水は必要ない。 
その他、測定等において考慮すべき点として、

測定は海上での作業となり、船上または浮体式灯

標上で測定できることが条件となるため、浮体式

灯標の現地調査において現場の状況等を確認した

結果を反映した。これらを考慮し検討し、必要な

事項を抽出したものを以下に示す。 
・ センササイズは実機調査対象より選定する。 
・ センサを設置する場合、落下防止養生が必要。 
・ 測定を船上で行う（探傷器が船上）場合、セ

ンサと探傷器を接続するケーブルの長さは

10m 以上必要。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.21 ロングレンジ超音波法の測定範囲 
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③実証試験 
表－4.3 に示した千葉港姉崎航路第三号灯標に

てロングレンジ超音波法の実証試験を実施した。

使用した装置は、Wavemaker 測定器、解析 PC
ならびに鋼管径φ457.2mm 用に製作された

Inflatable リングを使用した。実証試験結果を図

－4.22 に示す。図－4.22 において、灯火高調整ユ

ニットの上下フランジ間には断面欠損率が 10%
以上の有意な信号は検出されなかった。ただし、

今回の探傷における下側フランジの信号が不明瞭

であり信号レベルは良好とは言えない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図－4.22 実証試験結果 
 
④まとめ 

ロングレンジ超音波法における実証試験結果か

ら、本技術は浮体式灯標の腐食劣化診断モニタリ

ング手法として適用の可能性は示唆されたが、十

分なデータが得られたとは言えないため、今後の

検討が必要である。 
(5)水中カメラを用いた犠牲陽極の残存量監視に

よる塗膜劣化診断 
小型水中カメラを使用して浮体式灯標の犠牲陽

極を撮影し、画像からその残存量を推定して海洋

生成物を除去せずに塗膜劣化を診断する方法につ

いて検討した。 
①撮影装置 
 図－4.23 に撮影装置の概要を示す。装置は、水

中カメラ（主な仕様は表－4.20 とおり）、コント

ローラ、ディスプレイ、バッテリから構成される。

水中カメラはコントローラを介して撮影した映像

信号をディスプレイに出力する。ディスプレイは

入力された映像信号をリアルタイムに表示すると

ともに、任意のタイミングで DV カセットテープ

に入力映像を記録することができる。カメラ部に

はレンズを囲むように 12 灯の LED 光源が配置さ

れ、これらを点灯することで暗い水中でもある程

度の撮影が可能となる。また、カメラやコントロ

ーラへの給電はバッテリにより行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
図－4.23 撮影装置一式（左）、カメラ部（右） 
 

表－4.20 水中カメラの主な仕様 
 
 
 
 
 
 
 
 
②撮影方法 

水中カメラを持った潜水士が潜り、犠牲陽極を

撮影する。撮影は犠牲陽極のケレン（付着生物の

除去作業）の前後で 2 回行う。 
③残存量監視の試行 
 図－4.24 および図－4.25 に、姉崎航路第三号灯

標と川崎航路第一号灯標において水中カメラで撮

影した犠牲陽極画像の例をそれぞれ示す。 
実施した 2 基の浮体式灯標（姉崎航路第三号灯

標と川崎航路第一号灯標）のいずれについても、

犠牲陽極上に大量の海洋生成物（貝類および藻類）

の付着が見られた。ケレン前後の画像を比較する

と、海洋生成物が犠牲陽極全体を覆い、その形状

が明確に把握できないことが分かる。このため、

撮影画像のみから犠牲陽極の残存量を定量的に評

価することは困難である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.24 姉崎航路第三号灯標の撮影例 
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一方で、海洋生成物が付着した状態であっても、

極端な衰耗（半減等）があれば画像上から判定で

きると推測される。このことから、犠牲陽極の残

存量についてはある程度の定性的な評価は可能で

あると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4.25 川崎航路第一号灯標の撮影例 
 
④まとめ 

水中カメラを用いた犠牲陽極の残存量監視によ

る塗膜劣化診断法について検討し、以下の結論を

得た。 
・ 犠牲陽極に海洋生成物が付着した状態では  

定量的な評価（寸法計測等）は困難である。 
・ 犠牲陽極残存量についてはある程度の判定

が可能である。 
・ 安価な小型水中カメラが市販されており、正

確な寸法測定を行わずに犠牲陽極の残存量の

みを判定する場合については、潜水士観測に替

わる手段として期待できる。 
(6)自然電位計測による塗膜劣化診断 
 計測結果については、表－4.12 に示す。 

自然電位計測は以下に示す特徴を有し、浮体式

灯標の水中部の防食状態を迅速かつ安価に把握で

きる。従来からある技術であるが、非常に有効な

手法である。ただし、数種類の照合電極があるの

で配慮する必要がある。 
・ 測定機器は、比較的安価、かつ、操作も簡単

で、技術的知識を必要としない（測定機器：デ

ジタルマルチメータと照合電極）。 
・ 計測時間が短い（水深 20m 前後の浮体式灯標

の水中部を 1m ごとに計測した場合、およそ

30 分）。 
・ 浮体大気部から導線が取れるので 傭船の

みで、潜水士を雇用する必要がない。 
・ 一般職員での施工も可能である。 

 (7)シャックルとリンク（リンクとリンク）の摩

耗量の計測 
 ショートチェーンは伸張状態にあり、シャック

ルおよびリンク個々の摩耗量は計測できない。そ

こで、4.2.4(2)項で記述したとおり、現地調査の

際、図－4.3 に示したように、ケレン後にシャッ

クルとリンク（リンクとリンク）の交差部の両端

にノギスを当て、計測できるか否か検討したとこ

ろ、計測可能であることが判明した。 
 また、4.2.4(3)項で記述したとおり、ショートチ

ェーンの摩耗については、シャックルが第三種相

当品であり、リンクが第四種相当品であるため、

シャックルとリンクが接触する箇所ではリンクは

ほとんど摩耗せず、シャックルのみ摩耗していた。 
上記の事実より、シャックルとリンク（リンク

とリンク）の交差部の両端の計測値より摩耗量 A
を算出し、部品の組み合わせにより以下のとおり

決定することで摩耗量の概略値を算出できる。な

お、現状では規格値との差（シャックルとリンク

の場合、リンクのプラス公差分を考慮しないこと

で安全側の評価となる）で摩耗量を判断すること

となるが、新規に設置する浮体式灯標に関しては

初期値を記録すれば、より精度良く摩耗量を算出

できる。 
・ シャックルとリンクの場合 
  シャックルの摩耗量：計測値－規格値 
  リンクの摩耗量  ：ゼロ 
・ リンクとリンクの場合 

リンクの摩耗量：（計測値－規格値）/2 
 
4.4 劣化診断マニュアルの作成 

4.2 節と 4.3 節の現地調査を通じて航路標識の

腐食診断手法としての適否を評価し、表－4.21 に

示す浮体式灯標の劣化診断マニュアルを作成した。

作成した劣化診断マニュアルは、各部位の重要な

腐食・劣化事象に着目しており、すべての事象に

対応した劣化診断マニュアルではないことをご理

解頂きたい。 

なお、今回調査した設置年数が 10 年前後の浮

体式灯標は、健全な状態であった。しかしながら、

設置年数 10 年以上の浮体式灯標が約 90 基（全浮

体式灯標の半数以上）あり、かつ、耐用年数が 15
年であることを考慮すると、計画的に浮体式灯標

の健全度を把握し、今後の補修・交換計画を立案

することは急務と考えられる。 
 航路標識の腐食診断手法として不適当と判断し

た手法について、改良すべき点について、表－4.22

にまとめる。 
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表－4.21 浮体式灯標の劣化診断マニュアル（その 1）

部位 危険度 診断方法 クライテリア 備考

塗膜のはがれの等級
JIS K 5600-8-5（0～5の
6段階評価）

面積等級5（15％以上）

あるいは
大きさ等級5（平均

30mm以上）

・アルミニウムは塗膜との相性が悪く、剥離しや
　すい。
・腐食は考慮しなくて良い。
・標識としての色の識別重視。

鳥の糞害
面積30%以上

・灯器や標体本体の標識としての色の識別重視。
　（塗膜劣化にほとんど影響を与えないと思われ
　るので上記の塗膜の基準より緩和）

塗膜の膨れの等級
JIS K 5600-8-2（2～5の
4段階評価）

大きさ等級3ならびに密

度等級3
あるいは
錆の等級
JIS K 5600-8-3（Ri0～
Ri5の6段階評価）

面積等級Ri3（1％）

・水上部（海上大気部）の腐食速度は0.01～
　0.1mm/年で、比較的マイルドな環境にある。

・灯火高ユニットの寿命は、飛沫干満帯部（腐食
　速度：0.1～0.3mm/年）での腐食量で決まる。

・標識としての色の識別重視。

鳥の糞害
面積30%以上

・標識としての色の識別重視。
　（塗膜劣化にほとんど影響を与えないと思われ
　るので上記の塗膜の基準より緩和）
・風、潮流、波等による曲げモーメントが最大と
　なる部位。
・強度低下をともなう腐食による板厚減肉量に着
　目。

パルス渦流式探傷
腐食による板厚減肉量
1.5mm以下

・海洋生成物を除去する必要がなく、塗膜の状態
　を悪化させない。
・センサが高価。
・計測作業は外注。

超音波法による板
厚検査

同上

・潜水士による海洋生成物を除去等のケレン作業
　や計測後の塗膜等の補修作業が必要。
・計測機器は比較的安価。
・非破壊検査資格を有する作業者による計測を推
　奨。
・防食状態に着目。

潜水士による犠牲
陽極の残存量の監
視

残存量

・潜水士による海洋生成物を除去等のケレン作業
　が必要。
・残存量を正確に計測できる。
・残存量を時系列で把握することにより犠牲陽極
　の寿命が把握できる（設計時、無塗装で15年耐

　用としているので、たとえば残存量が70%あれ

　ば、今後無塗装で10.5年（15年×0.7）防食効果

　が期待できる）。

水中カメラによる
犠牲陽極の残存量
の監視

同上

・海洋生成物が付着しているので、正確な残存量
　は計測不可。
・残存の有無の判断は可能。
・比較的安価な水中カメラが市販されている。

自然電位計測
-780ｍV以下

（v.s.海水塩化銀電極）

・防食状態を迅速かつ安価に把握でき、非常に有
効な手法。
・機器も安価で、デジタルマルチメータと照合電
極があれば計測可。
・水深20m前後の浮体式灯標の水中部を1mごと

に計測した場合、計測時間はおよそ30分。

・浮体大気部から導線を取れば、潜水士は不要。

ジョイント部
（ショートチェー
ン）

5 ノギス計測 最大摩耗量25%以下

・シャックルとリンク（リンクとリンク）の交差
　部の両端の計測
・シャックルとリンクの組み合わせ
　シャックルの摩耗量＝計測値－規格値(186mm)
　リンクの摩耗量　　＝ゼロ
・リンクとリンクの組み合わせ
　リンクの摩耗量＝(計測値－規格値(180mm))/2

ジョイント部
（補助係留チェー
ン）

1 なし 5年交換
・強度計算書では、5年で交換することを前提と

　している。

目視検査

灯火高調整ユニット
（水上部） 2 目視検査

灯火高調整ユニット
（飛沫干満帯部） 4

浮体部
水深調整ユニット

3

プラットフォーム
灯火高調整ユニット
（鋼材以外）

1
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5. あとがき 

 
損傷事例と専門家の意見等を整理して、船体検

査に利用できる経験的知識を反映したシステムを

作成した。このようなシステムを作成するにいた

った経緯として、経験と知識の伝承が本分野にお

いて必要と考えたためである。しかしながら、知

識の伝承において、伝える側から伝えられる側へ

の一方的な情報提供では、十分でないことも同時

に体得した。正しく伝承されたか否かは、伝えら

れる側の検査報告書作成過程が重要であると考え、

今後、技術伝承の観点から何らかの工夫が求めら

れるものと考える。 
 また、経験知などを活用して個々の損傷につい

て検査・修繕が計画的になされる状態を想定する

と、現時点では脅威ではないと判定された損傷に

ついて、安全確保のため、次の検査まで継続的に

損傷モニタリングが要請されるケースが考えられ

る。そこで、モニタリング領域を挟む位置に送信

探触子と受信探触子を設定し、透過波を計測する

ことにより、疲労き裂進展をモニタできるシステ

ムを構築した。隅肉等の鋼板上の障害物に影響さ

れることなくモニタするための条件を明らかにし

た。小さい疲労き裂は、疲労応力によるき裂の開

閉口挙動が透過波強度に影響するので、計測タイ

ミングを船体運動と同期させ、最大応力付近で計

測することが重要である。 
 さらに、航路標識の腐食劣化診断モニタリング

技術の開発では、浮体式灯標の劣化診断マニュア

ルを作成し、海上保安庁に提出した。現在、海上

保安庁では、採用に向けた検討を行っている。 
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